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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】
  行財政改革の推進などにもかかわらず、福祉関係の特別会計への繰出金の増加や退職手当負担金の負担率改定などの影響で、前年
度より0.1ポイント悪化し、依然として高い水準で推移している。このため、更なる行財政改革への取り組みや市税等収納率の向上を図るこ
とにより、再び80％台となるよう努めていく。
（人件費）
　退職手当負担金の負担率改定や地域手当の支給率引き上げなどで前年度より0.3ポイント悪化した。平成18年度に保育園の保育士を臨
時職員から非常勤職員に切り替えた影響もあり、平成18年度以降は類似団体平均よりも高い水準で推移している。引き続き、職員定数の
適正化を図りながら人件費の削減に努めていく。
（物件費）
　行財政改革に基づく物件費の抑制などの影響により、前年度より0.3ポイント改善され、類似団体平均との開きが縮まった。引き続き、事
務事業の整理、合理化を図るなど行財政改革を推進し、より一層の経費削減に努めていく。
（公債費）
　類似団体平均よりも高い水準にあるが、平成13年度から取り組んでいる市債発行の抑制（平成20年度は50億円以内）により、経常経費
充当一般財源は年々減少しており、実質公債費比率等では、類似団体平均よりも低い水準にある。今後も市債発行を抑制しながら公債費
の計画的削減に努めていく。
（その他）
　後期高齢者医療事業や介護保険事業などの特別会計への繰出金や施設の維持補修費の増加などにより、前年度より1.0ポイント悪化し
た。特に、繰出金に係る経常収支比率は年々上昇し続けているため、保険料等の収納率向上や経費削減を図るなど、普通会計の負担を
減らすよう努めていく。

【人件費及び人件費に準ずる費用】
　上記「（人件費）」と同様。

【公債費及び公債費に準ずる費用】
　上記「（公債費）」と同様。

【普通建設事業費】
　従来から取り組んできた、大型の普通建設事業（消防拠点施設建設、鞍掛山斎場建設、大沼川改修など）が完了したことに伴い、普通建
設事業費は大幅に減少し、人口1人当たり決算額も前年度比▲35.6％となった。これは、類似団体平均と比較すると、54.7％の額である
が、必要な公共施設の整備には重点的に投資を行っている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 14,012,171 71,028 62,185 14.2
賃金（物件費） 153,111 776 2,312 ▲ 66.4
一部事務組合負担金（補助費等） 22,928 116 2,518 ▲ 95.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 47,874 243 456 ▲ 46.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 738,615 3,744 2,915 28.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 182,036 923 1,679 ▲ 45.0
▲退職金 ▲ 1,605,582 ▲ 8,139 ▲ 7,791 4.5
合計 13,551,153 68,691 64,273 6.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.79 6.65 0.14
ラスパイレス指数 98.2 98.5 ▲ 0.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

5,667,353 28,728 27,840 3.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 47 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,392,428 7,058 10,769 ▲ 34.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

810,997 4,111 1,262 225.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,793 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 14 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 5,573,460 ▲ 28,252 ▲ 25,835 9.4

合計 2,297,318 11,645 15,890 ▲ 26.7
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

6,756,211 33,299 15.3 38,418 ▲ 12.3 27.6

うち単独分 5,203,791 25,647 17.1 25,494 ▲ 15.8 32.9

7,983,776 39,601 18.9 41,642 8.4 10.5

うち単独分 6,047,586 29,997 17.0 29,970 17.6 ▲ 0.6

8,197,789 40,988 3.5 42,788 2.8 0.7

うち単独分 4,255,455 21,277 ▲ 29.1 28,377 ▲ 5.3 ▲ 23.8

8,611,133 43,374 5.8 47,893 11.9 ▲ 6.1

うち単独分 4,109,671 20,701 ▲ 2.7 29,921 5.4 ▲ 8.1

5,514,783 27,954 ▲ 35.6 51,092 6.7 ▲ 42.3

うち単独分 3,268,277 16,567 ▲ 20.0 32,957 10.1 ▲ 30.1

過去５年間平均 7,412,738 37,043 1.6 44,367 3.5 ▲ 1.9

うち単独分 4,576,956 22,838 ▲ 3.5 29,344 2.4 ▲ 5.9
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